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放射線の人体への影響に関する先行研究に基づく
福島原発事故への対応策の批判的検証
―なぜ乳幼児・若年層・妊産婦に注目する必要があるのか？―
田口卓臣　阪本公美子　髙橋若菜
序：問題の所在
１ 放射能汚染の「基準値」に見られる諸問題
2011 年 3 月 11 日、宮城県牡鹿半島から東南東
に約 130km ほど離れた海底 24km を震源としてマ
グニチュード 9.0 の巨大地震が発生し、大津波を
誘発する形で東北地方を中心とする広範な地域に
甚大な被害を及ぼした。「東日本大震災」と命名
されたこの災害の際立った特徴は、「世界の震災
史上、はじめて「原発震災」（原発が地震で損傷
し、大量の放射能が外部へ放出される事態）をも
たらした 1」点に存する。東京電力の福島第一原
子力発電所内で発生したこの原発震災は、6 月 20
日現在で判明しているだけでも三つの原子炉にお
ける炉心溶融という史上初の帰結をもたらしたば
かりでなく、事故発生から三ヵ月が経過した今も
なお、根本的な問題解決の見通しが立たないとい
う危機的状況に置かれている。
福島第一原発からはいまだに大気中への放射性
物質の流出が続いており、また、平時ではありえ
ない規模と濃度の放射能汚染水がすでに数回に
渡って海洋に投棄されてきた。このように現在も
継続中の事態を受けて、首相官邸、文部科学省、
厚生労働省、原子力安全・保安院などの各種関係
機関より、放射能汚染とその影響への対応策が公
式発表されてきたことはよく知られている。しか
し、これまでの報道でも少なからず指摘されてき
たように、これらの対応策がいかなる根拠に基づ
き、どれほどの実効性を持つのかという点に関し
ては、必ずしも明確なわけではない。何よりも注
意しなければならないのは、上述の諸対応策が、
国際的・国内的に蓄積されてきた先行研究の動向
を十分に精査したものであるのか疑わしいという
ことである。この疑問を拭いがたいものにしたひ
とつの要因として、放射線量や放射能汚染をめ
ぐって急遽設定されるにいたった各種の「安全基
準値」の問題を挙げることができる。
「安全基準値」の設定が孕む問題点は、具体的
には次の四点に分類することができる。
まず第一に、国民の安全と健康というきわめて
重要な課題に関わる「基準」を判断・評価・設定
する主体が、複数に分裂・拡散してしまっている
こと。
第二に、客観的に見て、これらの基準を提示し
た複数の主体の間で、十分な議論と合意形成の手
続きが踏まれたとは言いがたいこと。
第三に、これらの機関は、それぞれが設定した
「安全基準値」に関して説得的な根拠の説明に努
めてきたとは言えないこと。
そして第四に、これらの機関は、はるかに低いレ
ベルの基準値を提示した諸研究機関の先行研究が数
多く存在するにも関わらず、それらの研究について論
評を施さず、参照すらしようとしていないこと。
とりわけ第三と第四の論点は、学術的な信ぴょ
う性の確保という観点から見て大きな問題がある
と考えられるので、具体例を示しながら若干の注
釈を加えておく必要があるだろう。よって、本論
においては、第一と第二の問題は扱わず、第三と
第四の問題に焦点をあてて論じることにする。
例えば、厚生労働省医薬食品局食品安全部長に
よって発表された「放射能汚染された食品の取り
扱いについて」（食安発 0317 第 3 号、平成 23 年
3 月 17 日）においては、いかなる先行研究も参
照されることなく、「飲食物摂取制限に関する指
標 2」の図表のみが提示されていた。同文書はさ
らに、飲料水、牛乳・乳製品における放射性セシ
ウムの指標値を 200 ベクレル／ kg と設定し、野
菜類、穀類、肉・卵・魚その他における指標値
を 500 ベクレル／ kg と設定したが、なぜ食品の
種類によって摂取制限の値が異なるのか―より
正確には、値が異なっていても妥当と言えるのか
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―という点に関してはいっさい根拠を提示しな
かった。
同文書の発表後の経緯は、よりいっそうの注目
に値する。例えば、三日後の 3 月 20 日には、厚
生労働大臣が、「食品安全基本法第 24 条第 3 項に
基づき、食品安全委員会に食品健康影響評価」を
要請し、「必要な管理措置について検討すること」
を求めている 3。これを受けて、食品安全委員会
は 3 月 29 日に「放射性物質に関する緊急とりま
とめ」を公表している。この「緊急とりまとめ」は、
放射性ヨウ素について「相当な安全性を見込んだ
ものである」と断定する一方で、放射性セシウム
については「今回検討を行った資料からは、低い
線量における放射線の安全性に関する情報は十分
に得られておらず」、今後もさらなる影響評価を
行う必要があると述べるに留まっている。
このとりまとめの全容を見渡していくと、少な
くとも二つの問題点に気づかされる。第一に、一
国際機関に過ぎない国際放射線防護委員会（ICRP: 
International Commission on Radiological Protection）
の影響評価に依拠しすぎていること。そして第二
に、チェルノブイリ原発事故の影響を評価するに
あたって、いまだデータの蓄積が十分ではなかっ
た 1980 ～ 90 年代の文献にのみ依拠していること
である 4。いずれも出典の偏りという同根の問題
を抱えているのだが、ここで注意すべきは、ほか
ならぬ食品安全委員会自体が、そのことを率直に
認めていることであろう。同委員会は、「現時点
で収集できた情報に基づき、極めて短期間のうち
に緊急時の対応として検討結果を取りまとめたも
のであり」という但し書きを付けたうえで、「今
後も本件について継続的な検討を行い、改めて放
射性物質に関する食品健康影響評価について取り
まとめることにしている」と結んでいるのであ
る 5。ところで、6 月現在の時点で、厚生労働省
をはじめとする各省庁が、第三者機関としての食
品安全委員会による上述のごとき「緊急とりまと
め」に対してどのような対応を示したのかという
点については、具体的なことがまったく明らかに
されていない。
蛇足ながら、厚生労働大臣が食品安全委員会に
対して例の「要請」を行った当日、ドイツ放射線
防護協会が長年の研究成果に基づいて発表した
「日本における放射線リスク最小化のための提言」
（2011 年 3 月 20 日）においては、同委員会によ
る指標値を著しく下回る下記のデータが提示され
ている。
乳児、子ども、青少年に対しては、1kg あた
り 4 ベクレル以上の基準核種セシウム 137 を
含む飲食物を与えないよう推奨されるべきで
ある。成人は、1kg あたり 8 ベクレル以上の
基準核種セシウム 137 を含む飲食物を摂取し
ないことが推奨される 6
上に引用したドイツ放射線防護協会の見解に対
して、これまでのところ、日本の食品安全委員会、
および厚生労働省は、科学的な根拠に基づく反論
を示していない（表１）。以上の事情を踏まえる
なら、食の安全をめぐる厚生労働省の評価とその
方法の妥当性には疑問の余地があると言わざるを
えない。
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表１：飲食物の指標値の相違（単位：Bq/kg）
対象 発表者 根拠 放射性ヨウ素 放射性セシウム
野菜類、穀類、
肉・卵・魚そ
の他
日本（厚生労
働省・原子力
安全委員会）
原子力施設等の防
災対策に係る指針
2000 500
ドイツ（放射
線防護協会）
ドイツ放射線防護
令規定
“葉物は摂取すべきで
ない”
4（乳児、子供、青少年）
8（成人）
牛乳・乳製品 厚生労働省 典拠なし 100（乳児）
300（一般）
200
飲料水 厚生労働省 典拠なし 100（乳児）
300（一般）
200
出典：厚生労働省医薬食品局食品安全部長（2011 年 3 月 17 日）
　　ドイツ放射線防護協会「日本における放射線リスク最小化のための提言」（2011 年 3 月 20 日）
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他方、同省は 3 月 21 日、水道水に関する新た
な「基準」を示しはじめた。これによれば、水道
水における放射性ヨウ素の指標値は、大人が 300
ベクレル／ kg であるのに対し、乳児は 100 ベク
レル／ kgとされている 7。福島に続き、茨城、東京、
栃木、埼玉、千葉の各県でもこの乳児に対応した
指標値を超える値が水道水から検出されたため
に、乳児用のペットボトルの飲料水を支給する自
治体も登場したほどである。ところで水道水にお
ける乳児の基準値が設定される一方で、土壌・農
産物・大気中の濃度や線量については、なぜか成
人の基準値のみが適用されるに留まっており、し
かもその理由に関する説明はまったく示されてい
ない。
同省はまた、「妊娠中の方、小さなお子さんを
もつお母さんの放射線へのご心配のお答えします
～水と空気とたべものの安心のために～」（平成
23 年 4 月 1 日）と題されたパンフレットのなかで、
以下のように放射線の「安全性」を強調している。
避難指示や屋内退避指示が出ているエリア外
で放射線がおなかの中の赤ちゃんに影響をお
よぼすことは、まず、考えられません 8。
ところがここでも、なぜ「放射線がおなかの中の
赤ちゃんに影響をおよぼす」ことが、「考えられ
ない」のかという肝心の論点に関しては、何ひと
つその根拠が示されることはないのである。
逐条的に列挙していけば際限がなくなるの
で、最後にもう一例を挙げておくにとどめよう。
2011 年 4 月 19 日に文部科学省より公表された文
書「福島県内の学校の校舎・校庭等の利用判断
における暫定的考え方について」（23 文科ス第
134 号）は、国際放射線防護委員会（ICRP）によ
る「緊急時被ばくの状況における公衆の防護のた
めの助言」等に依拠しながら、福島県内の児童
生徒が一年間に受ける放射線量の上限値を 20 ミ
リシーベルトに設定している。しかし、ほかな
らぬ ICRP 自体が 2011 年 3 月 21 日に公表した声
明「福島原発事故 Fukushima Nuclear Power Plant 
Accident」には、「長期目標として、年間あたり 1
ミリシーベルトの指標値にまで縮減する 9」必要
があるという但し書きが明記されており、そこに
は、フランス放射能独立調査情報委員会（通称、
クリラッド CRIIRAD: Commission de Recherche et 
d’Information Independantes sur la Radioactivité）も
指摘しているように、「（原発事故によって放出さ
れた放射性物質は、）いかなる量の被爆であって
も、たとえ自然界にある放射線に比べられるほど
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
の少量だとしても
0 0 0 0 0 0 0 0
、ガンのリスクを増やすもの
だ 10」（強調は引用者）という観点がはっきりと
読み取れる。この意味で、文部科学省の上記文書
は、みずからが参照しているはずの先行研究の勧
告内容を十分に踏まえて現状を説明しているとは
言いがたい。ICRP は、「本来、民間人の年間被曝
量の上限値を 1 ミリシーベルトに設定すべきであ
る」との所見を明示しているにも関わらず、文部
科学省の上述の文書においては、この看過しえな
い重要な証言に関する分析・論評が提示されてお
らず、いつまでに、どのような計画に基づいて、
福島県内の児童生徒の被曝量を「年間あたり 1 ミ
リシーベルトの指標値にまで縮減する」のかとい
う指針が語られることもないのである。
2 本稿の目標と意義
いまや問題の所在がどこにあるかは明白だろ
う。福島第一原発による放射能汚染の問題に関し
ては、これまでもっぱら「安全」や「安心」を喧
伝する「専門家たち」のメッセージが報道の前景
を飾り立ててきたが、彼らの所見が多かれ少なか
れ依拠しようとする各種関係機関の「基準値」そ
のものは、必ずしも十分な検証を経たうえで設定
されたものではない。事実、上述の諸機関は、み
ずからが設定した「基準値」の妥当性をくつがえ
す異説や先行研究に対して、説得的な反証を示そ
うとはしていないのだから。先行研究の比較・検
証の作業は、公正な学問的知見を得るための最低
限のマナーと言うべきものだが、首相官邸、文部
科学省、厚生労働省、原子力安全・保安院による「基
準値」は、このマナーに即して示されたものとは
みなしがたい 11。
本稿は、以上の問題意識に立ったうえで、放射
線が人体に与える影響をめぐって蓄積された先行
研究の成果を分類・整理し、これらの成果を比較
し、再検証することを目的とする。具体的な手続
きは以下の通りである。
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Ⅰ）放射線の人体への影響に関する多種多様な
先行研究の蓄積を、とりわけ典型的な諸事例に注
目しながら整理する。
Ⅱ）放射線量の基準値をめぐるいくつかの先行
の学説を比較したうえで、放射線の空間線量や飲
食物に関する基準値を批判的な観点から再検証す
る。
Ⅲ）以上の批判的検証の手続きの後で、もっと
も放射線の影響を受けやすいのは、どのような属
性の持ち主であるのかを考察する。
東北のみならず、1000 万人の人口を擁する首
都圏各地でも次々に放射能汚染の事実が報道され
はじめている今日、十分な根拠を提示することな
く、ただ「安全だから安全である」といった類の
稚拙な循環論法に終始していては、この事故の複
雑な本質をとらえそこなう危険性がつきまとう。
いまや放射能汚染の規模は広大な生活圏を包摂す
るレベルに達しつつある以上、いわゆる通説を
いったん括弧に入れる批判的な視点に立ったうえ
で、改めてこの問題に関する再検証を試みておか
なければならない。本稿が、先行研究を整理し、
福島原発震災への対応策を批判的に考察する重要
性を強調する理由はここにある。
繰り返しになるが、今回の福島第一原発事故を
通して、さまざまな深刻な問題が露呈している。
まず、これまでに、どれくらいの放射性物質が排
出されたのかを正確には把握できていない点。次
に、これから事故の終息までの間に、どれほどの
放射性物質が排出されることになるのかを十分に
予測することができない点。さらに、どれほどの
放射性物質が私たちの生活環境や自然界のなかで
沈着し、最終的にどれほどの影響を生態系や人体
に及ぼすことになるのかも不明である点。いずれ
にしろ、この国には放射能汚染に関する体系的な
モニタリングのシステムが欠落しているのだか
ら、これはほとんど不可避的な事態だったとすら
言えるかもしれない。
以上の事情を前提に据えるなら、確かな根拠も
示さずに「安全」を語ることは論外であるだけで
なく、放射性物質とその影響との因果関係が十分
に論証しえないことを挙げ、「ゆえに人体に影響
はない」と結論づけることも、やはり同じく非論
理的であると言わざるをえない。そもそもこのよ
うな時にこそ、一度は立ち止まって、かつての環
境被害の歴史とその教訓を思い起こす必要がある
のではないだろうか。
事実、どんなに輝かしい実験科学の知見も、例
えば水俣病による被害の実態を何ひとつとして
予見することはできなかった 12。現在では「水俣
病隠し」の典型として知られる「ネコ 400 号実
験」13 の非公開や、その後の実験の取りやめが、
この戦後最大の公害問題の解決を遅滞させてきた
のである。水俣病の被害実態が科学的に説明され
るようになったのは、問題そのものが発覚してか
ら、実に半世紀を待たなければならなかった 14。
それは、情報の隠蔽、行政の不作為、そしてデー
タの客観性を盲信する「専門家たち」の学問的な
ナイーヴさに由来するものだった。
この歴史の教訓が開示しているのは、実験室を
はじめとする閉鎖的・限定的な系の内部で計測さ
れたデータを、本来それとは質的に異なるはずの
外部の諸空間へ無批判に適用しようとすることへ
の根本的な疑いにほかならない。「部分的合理性」
の発想や「空間的均質性」の前提にとらわれた機
械論的な思考方式によって、動的で、複雑で、有
機的な全体としての自然・人間・社会の非均質な
構造を説明しようとすることには、経験的にも学
問的にも多くの無理が付きまとわざるをえない。
いまだに着地点の見えない福島第一原発事故では
あるが、この事故による私たちの生活環境への影
響が少しでも予想されうるのなら、過去の放射能
汚染の経験に照らしてその影響を見定めようとす
ることは、いま最も必要不可欠な学問的試みと言
えるはずである。
Ⅰ 放射線の人体への影響
まず、本節では、放射線の人体への影響をめぐ
る典型的な事例を手短に紹介したうえで、史上最
悪の原発事故として語り継がれてきたチェルノブ
イリ事故の評価に関する先行研究を比較・検証し
ていく。
1 放射線の影響による障害
放射線の人体への影響は、身体的障害と遺伝的
障害とに大別される。身体的障害としては、急性
障害だけでなく、晩発性障害もあることを考慮
に入れる必要がある 15。とりわけ後者の晩発性障
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害には、白血病、悪性がん（腫瘍）、免疫能低下、
白内障、慢性血球減少症、寿命短縮など、実にさ
まざまなケースが含まれており、個々のケースに
関する多くの研究が蓄積されてきた 16。
原子爆弾による被曝の問題を研究した成果によ
ると、白血病、甲状腺がん、乳がん、肺がん、胃
がん、結腸がん、卵巣がん、多発性骨髄腫などの
悪性腫瘍、白内障、染色体異常（リンパ球・骨髄
細胞）、体細胞突然変異、体内被曝者の知能遅滞
（小頭症）、幼少期被曝者の成長・発達遅滞、器官
機能異常（副甲状腺）などの多岐に渡る晩発性障
害の増加が確認されている。また、食道がん、唾
液腺腫瘍、泌尿器がん、悪性リンパがん、皮膚がん、
悪性腫瘍以外の死亡率の増加、さらには特定の体
液免疫能や細胞媒介免疫能が低下する事例の増加
も示唆されている 17。例えば、広島において 5％
水準以上の病気が見られはじめたのは、白血病が
原爆投下 5 年後の 1950 年から、甲状腺がんが 10
年後の 1955 年から、乳がん・肺がんが 20 年後の
1965 年から、そして胃がん・結腸がん・骨髄腫
が 30 年後の 1975 年からであった 18。ここから読
みとれるのは、放射線に起因するがんの症状が、
どれも一定のタイムラグを経て顕在化するという
こと、とりわけ胃がん・結腸がん・骨髄腫にいたっ
ては 30 年もの長期的なスパンの経過を通して初
めて明らかになるということである。
2 チェルノブイリの評価
日本の首相官邸は、チェルノブイリ原発事故
（1986 年 4 月 26 日）がもたらした影響について、
おおむね次のようなことを述べている。すなわち、
同原子力発電所内では 134 名の急性放射線障害が
確認され、そのうちの 47 名が後に死亡したもの
の、この死亡の事実と放射線被曝との間に因果関
係は認められない、と。この官邸の立場から見れ
ば、事故直後の清掃作業に従事した 24 万人の労
働者たちの被曝量は 100 ミリシーベルトにのぼっ
たものの、それでも放射線による彼ら労働者たち
の健康への影響は認められない、ということにな
る。また、チェルノブイリの周辺地域の住民に関
しても、以下に引く発言に見られるように、「が
ん以外の影響はなかった」ということになるので
ある。
チェルノブイリでは、高線量汚染地の 27 万
人は 50 ミリシーベルト以上、低線量汚染地
の 500 万人は 10 ～ 20 ミリシーベルトの被ば
く線量と計算されているが、健康には影響は
認められない。例外は小児の甲状腺がんで、
汚染された牛乳を無制限に飲用した子供の中
で 6000 人が手術を受け、現在までに 15 名が
亡くなっている 19。
しかし、以上のような首相官邸の分析とは裏腹
に、実際にはより広範で深刻な影響が報告されて
いることにも留意する必要があるだろう。
例えば、国際原子力機関 (IAEA: International 
Atomic Energy Agency) が中心となり世界保健機構
(WHO: World Health Organization) など 6 つの国際
機関によって開催されたチェルノブイリ・フォー
ラムは、事故による被曝量が相対的に高い地域住
民 60 万人の中でのがん死亡者数を、3940 人とし
ている（表２）20。
また、WHO が 2006 年、被災 3 ヶ国（ベラルー
シ、ロシア、ウクライナ）の 740 万人を対象に行っ
た調査では、9000 人のがん死亡者数が報告される
一方で 21、国際がん研究機関 (IARC: International
Agency for Research on Cancer) が欧州の 5.7 億人を
対象に行った調査のなかでは、16,000 人のがん死
亡者数が報告されている 22。そればかりか、全世
界を対象にした報告のなかには、がん死亡者数を
3 ～ 6 万人以上とするキエフ会議調査や 23、9 万
3000 人とするグリーンピース報告 24 まで存在す
るのである。このように、チェルノブイリ原発事
故によるがん死亡者数の評価を比較していくと、
チェルノブイリ周辺の高濃度汚染地域の住民に調
査対象を限定した場合には、がん死亡者の数は比
較的少数に留まって見える一方で、より広範な低
濃度汚染地域を調査対象に含めた場合には、がん
死亡者数も増加するということが見てとれる。
WHO がチェルノブイリ事故の 20 年後の影響
を評価した調査によると、60 万人の原発従事者、
33 万 6 千人の避難者、ベラルーシ・ロシア・ウ
クライナの汚染地区に居住し続けた住民 600 万人
が放射線被曝を受けたとされる。これまでに蓄積
されてきた先行研究を踏査した限りでは、がん、
特に甲状腺がんの罹患者数が爆発的に増加してい
放射線の人体への影響に関する先行研究に基づく福島原発事故への対応策の批判的検証
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ることが分かっており、今後もたとえ低放射線量
の被曝であっても、引き続き甲状腺がんの罹患者
数が増加していくのではないかと予想される 25。
グリーンピースが 2006 年に発表した報告書に
おいても、やはり同様に、がん、白血病、がん以
外の病気の発症の事例がつぶさに記録されてい
る。事実上の被曝から 40 年の歳月を経た時点で
がんを発症するというケースも十分に想定しうる
ので、事故から 20 年後の現在において判明して
いる事象は、いわば氷山の一角にすぎないと考え
なければならないだろう。こうした視座に立って
みると、IAEA や WHO による評価でさえ、実際
にはチェルノブイリ事故の全体像を低く見積もろ
うとする過小評価に過ぎない、というのがグリー
ンピースの見解にほかならない。同団体によれば、
全世界規模で考えるなら、チェルノブイリ事故に
よるがん死亡者数は 9 万 3080 人（うち甲状腺が
ん 13,700 人、その他のがん 71,340 人、白血病 8,040
人）にものぼる有様なのである 26。
そればかりではない。2009 年、NY 科学学会が、
5000 本以上の論文や現場調査―英語のみならず
ロシア語によるものも含む―を検証・総括した
研究成果においては、心臓病、脳障害、甲状腺が
ん、その他のがん、がん以外の病気など、チェ
ルノブイリ事故による発病が原因で死亡した者
の数は、98 万 5000 人にものぼると証言されてい
田口卓臣　阪本公美子　髙橋若菜
表２：チェルノブイリ原発事故の健康影響度評価
公表機関 年 影響評価 調査方法・根拠・原典・備考 出典
官邸 HP 2011 急性放射線障害死 28 人、小児
甲状腺がん死 15 人
WHO、IAEA、国連科学委員会
等
首相官邸 (2011)
チ ェ ル ノ ブ イ
リ・フォーラム
（IAEA 等 6 国際
機関）
2005 がん死数 3940 人 対象集団：被災 3 ヶ国（ベラルー
シ、ロシア、ウクライナ）のう
ち被曝量の比較的大きな 60 万
人。350 の英語論文
The Chernobyl Forum 
(2005)
WHO 2006 がん死数 9000 人 対象集団：被災 3 ヶ国 740 万人 Cardis et al. (2006)
IARC 2006 がん死数 16000 人 対象集団：欧州全域 5.7 億人 IARC (2006)
キエフ会議報告 2006 がん死数 3 ～ 6 万人 全世界 Fairlie and Sumner 
(2006)
グリーンピース 2006 がん死数 9 万 3080 人
・うち甲状腺がん 13,700 人
・その他のがん 71,340 人
・白血病 8,040 人
全世界 Yablokov, Labunska, 
and Blokov (2006)
NY 科学学会 2009 心臓病、脳障害、甲状腺がん、
白血病、その他がんなど、多様
な死因による死亡 98 万 5000 人
5000 以上の論文（英語、ロシ
ア語含む）、現場調査
1959 年の WHO、IAEA の協定
により、WHO は IAEA の許可
なしに健康被害に関する調査書
を発表できないことを批判
Yablokov, Nesterenko, 
and Nesterenko (2009)
IPPNW（核戦争
防止国際医師会
議）・放射線防
護学会
2011 ・甲状腺がん 10 万人（ベラルー
シゴメリ地域限定）
・乳児死亡 5000 人
・西欧で 10 ～ 20 万件の流産
・遺伝子障害 3 ～ 20.7 万人
・先天奇形児 1.2 ～ 8.3 万人
・脳腫瘍 188 人
・1987-92 年で内分泌系疾患 25
倍、神経系 6 倍、循環器系 44
倍、消化器系 60 倍、皮膚 50 倍、
筋骨系・精神変調 53 倍
・がん性でない疾病数多数他
チェルノブイリの惨事によりも
たらされた健康被害に関する
研究論文（方法論的に正確で
あり理解可能な分析を選択）。
IAEA、WHO の公式声明は引用
元調査の結果、データ改ざんで
あることを批判
IPPNW (2011)
出典：今中（2007）に、以下の文献をもとに加筆：首相官邸 (2011)、The Chernobyl Forum (2005), Fairlie and Sumner  (2006)、
Yablokov, Labunska, and Blokov (2006)、IARC (2006)、Cardis et al. (2006)、Yablokov, Nesterenko, and Nesterenko (2009)、
IPPNW (2011)。
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る 27。同学会の報告によれば、1986 年から 2056
年までの間にチェルノブイリ事故が原因でがん
死するであろう人々の数を、9,000 人～ 28,000 人
と見積もる国連科学委員会 (UNSCEAR: United
Nations Scientiﬁc Committee on the Effects of Atomic 
Radiation) の予測は、あくまでも過小評価に過ぎ
ない。同学会は、今後この事故が原因で死亡す
る者は、ヨーロッパにおいては実に 212,000 人～
245,000 人、またその他の地域においても 19,000
人に達するであろう、と予測している 28。
さらに付言すれば、核戦争防止国際医師会議
(IPPNW: International Physicians for the Prevention
of Nuclear War) によると、チェルノブイリ原発事
故が放出した放射線の影響を受けた人々の内訳
は、清掃作業員 83 万人、30 キロ圏内および高濃
度汚染地域の避難住民総計 35 万 400 人、ロシア・
ベラルーシ・ウクライナにおける高線量の被曝住
民 830 万人、ヨーロッパにおける低線量の被曝住
民 6000 万人、となる。
同組織もまた、がんなどの影響は、25 ～ 30 年
後になって初めて明らかになると考えており、こ
の観点から言えば、現時点で判明している被曝
の影響は、やはり氷山の一角とみなさざるを得な
くなる。このことに加えて、何よりも忘れてはな
らないのが、奇形・死産・不妊などの遺伝的影響
や、がん以外のさまざまな病気の発症の事例であ
ろう。実際、IPPNW によれば、チェルノブイリ
事故のために死亡した乳児の数は、5000 人にの
ぼる。事故後に誕生した奇形児の数は、チェル
ノブイリ周辺地域では 12,000 人～ 83,000 人、全
世界では 30,000 人～ 207,000 人に達し、またス
ウェーデン・フィンランド・ノルウェーにおける
乳幼児死亡率は 15.8％も増加した。そのほかに
も、糖尿病を発症する子どもと青年の数が有意に
増加し 29、とりわけ高濃度の汚染が観測されたゴ
メリ地区やミンスク地区ではその発症数が明確に
多かった 30。チェルノブイリ地域における白血病
は期待値を上回り 31、ギリシャでも白血病罹患者
数は 2.6 倍増加した 32。精神病や原因不明のスト
レスから来る病気の事例も、とりわけチェルノブ
イリ地区の旧住民の間でははっきりと増加傾向に
ある。この最後の点に関しては、ウクライナ政府
は 2.27％の増加、WHO は 20.5％の増加を報告し
ている 33。
このように、チェルノブイリ原発事故による健
康被害へのさまざまな評価を比較してみると、甲
状腺がんによる死亡者数を 15 人ときわめて低く
算定しようとする首相官邸の立場から、がんをは
じめとする多種多様な原因による死亡者数を 98
万 5000 人ときわめて深刻に評価する IPPNW の
立場まで、実に大きな懸隔があることが分かる。
そしてこれらの先行研究を時系列に並べてみる
と、事故から時間が経てば経つほど、被害の実態
が当初の予測よりも大きくなっていることも認識
できる。こうした数値上の大幅なずれを目の当た
りにするとき、首相官邸による被害者数の算定が、
あまりに現実離れした過小評価に基づくものでは
ないかという疑いを禁じ得なくなるのである。で
は、なぜ我が国の首相官邸は、「史上最悪」と語
り継がれてきたチェルノブイリ原発事故の被害者
数について、ここまで低い評価を下すことができ
たのだろうか？　可能なかぎりチェルノブイリ原
発事故の被害を低く見積もろうとする意図が首相
官邸にあるのだとすれば、以下で論じるように、
そこには低線量被曝や内部被曝を考慮に入れるか
どうかという根源的な問題が横たわっている。
Ⅱ 放射線の基準値をめぐる学説
1 高線量被曝から低線量被曝まで
どの程度の線量の放射線が、どの程度まで人体
に影響を及ぼすのかという論点に関しては、広
島・長崎の原爆被曝者に関する研究を嚆矢として
多くの計算・実測が蓄積されてきたが、この種の
研究が開始された当初は、高線量の放射線による
急性障害が認知されるに留まっていた。例えば、
原爆が投下された 1945 年当時、人体は 100 レン
トゲン（1 シーベルト弱）を超える線量を浴びる
と、具体的な影響が現れる、と考えられていた。
ところが 1960 年頃を境として、より低線量の放
射線による急性障害の発症例が認知されるように
なり、25 レム（250 ミリシーベルト相当）を超え
ると、人体に影響が現れるという学説が登場する
ことになった。もっとも、25 レム以下の線量を
浴びただけならば、何らの問題もないかのように
説明されるケースも少なからずあったということ
は、付言しておく必要があるだろう 34。
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上述のような学説の推移に関しては、おおむね
次のような具体的な背景が横たわっていたこと
を確認しておきたい。まず、1950 年代半ばには、
低線量の放射線による人体への影響が有意に観察
されるようになっていた。例えば、すでに 1956
年の時点で、診断用のレントゲンを浴びた妊娠中
の女性から生まれた乳幼児の白血病死亡率は、レ
ントゲンを浴びなかった女性から生まれた乳幼児
のそれに比べて、はっきりと高くなるという事
実が、統計学的に証明されている。このことは、
1962 年、70 万人の母子を対象に実施された同種
の研究によって、改めて証明されることになっ
た 35。低線量の放射線であっても、その影響の度
合いを軽視することはできないという認識が定着
するようになったのは、こうした萌芽的な先行研
究の蓄積によるものと言ってよい。
すでに前節でも示唆したように、放射線被曝に
関する研究がさらなる転換を余儀なくされること
になったのは、1986 年に起きたチェルノブイリ
原発事故以降のことである。その学説史の詳細は
次のように整理することができる。
まず、ベラルーシにおける甲状腺がんの症例
107 件を、放射線量が高濃度の地域と低濃度の地
域に分けて分析した先駆的な研究によると、放射
線量と甲状腺がんの間に強い相関関係が観察され
た 36。このように、線量と影響の相関関係を地域
差の比較・検証によって基礎づけようとする研究
は、マーシャル諸島の被曝実態に関する同時期の
研究においても実施されており、チェルノブイリ
の諸事例と同様の有意な観測結果が報告されてい
る 37。
一方、総計 120,000 人を対象とする 7 つの調査
を分析・総括した 1980 年代の甲状腺がん研究の
成果は、15 歳以下のヒトにおいて、少なくとも
0.10Gy（100 ミリシーベルト）を下限とする範囲
で直線的 = 正比例的な影響が見られることをはっ
きりと示している 38。また、ベラルーシ・ウクラ
イナ・ロシアにおける 100,000 件の事例を検証し
たササガワ・チェルノブイリ・プロジェクトによ
れば、0.06Gy（60 ミリシーベルト相当）という
水準の線量であっても、乳児の甲状腺がんが発
症する原因となりうることが証言されている 39。
さらに 1990 年代に入ると、それまでの着実な研
究の進捗を踏まえることによって、実はすでに
1970 年代の時点でも、0.8 レム（8 ミリシーベル
ト相当）の被曝で骨髄ガンが発症する事例、また
5.2 レム（52 ミリシーベルト）の被曝で白血病が
倍増する事例などが観察されていたことが、明ら
かにされるようになった 40。
こうして、チェルノブイリ原発事故の影響に関
する研究と、広島・長崎の原爆被曝者に関する研
究は、それぞれの知見を互いに補完しあう形でさ
らなる展開を示すことになる。実際、1993 年に
は、チェルノブイリ事故の研究の蓄積を踏まえ、
広島と長崎の原爆被曝者のみならず、エックス線
治療の医療受診者や被曝線量ゼロの対象者にいた
るまでを包括的に調査・分析した研究が登場した。
この研究によると、少なくとも 3 レム（30 ミリ
シーベルト相当）の下限値にいたるまでほぼ直線
的 = 正比例的な影響が見られることが判明して
いる 41。
他方、ベラルーシ・ウクライナ・ロシアにおい
ては、相対的に低めとみなしうる線量の放射線に
よる恒常的被曝の影響でさえ、深刻であること
が示唆されるようになった。例えば、事故後 70
年間―すなわち 1986 年から 2056 年までの間―
に、ベラルーシでがんや白血病を発症する件数は
62,500 件、またヨーロッパ全体では実に 239,900
件にのぼることが、統計学的に予測されている
42。
これまでの学説史の記述・分析からも幾分明ら
かなように、チェルノブイリ原発事故の影響は、
ベラルーシ・ウクライナ・ロシア等の周辺地域だ
けではなく、はるかに広範な諸国家・諸地域に及
ぶものであった。例えば、甲状腺がんの発症は、
ドイツ、イギリス、ギリシャにおいて、白血病の
発症は、ドイツ、イギリス、ギリシャ、ルーマニ
アをはじめとするヨーロッパ諸国ではっきりと増
加を見せている。また、死産の件数は、ドイツ、
デンマーク、アイスランド、ラトビア、ノルウェー、
ポーランド、スウェーデン、ハンガリー、ババリ
ア、クロアチア、イギリス、フィンランドなどの
諸国においてやはり増加の傾向が認められた 43。
このほかにも、ドイツにおける乳幼児死亡率やダ
ウン症の増加をはじめ、同じくドイツ、フィンラ
ンド、イギリス、ハンガリー、スウェーデンにお
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ける未熟児や低体重出産の事例が数多く報告され
ている。特にスウェーデンにおいては、胎児の時
期に被曝した場合、明らかに学習能力が低下する
という症例まで証言されている 44。
このように、チェルノブイリ原発事故の研究、
並びに低線量被曝の問題に関する研究が進展・併
走する一方で、そもそも平常時の原子力発電所の
周辺地域における被曝の実態を見据えようとする
研究も登場していた。この新たな研究動向による
寄与を通して、低線量被曝に関する知見はさらに
裾野を広げることになったのである。
例えば、1963 年から 1980 年までに集積された
膨大なデータを用いて、イギリスにおける白血病
死亡者の調査を行った研究によれば、原子力発電
所の周辺地域では、その他の地域に比べて、小児
白血病の死亡率が有意に増大していたことが判明
している 45。また、アメリカ合州国においても、
原子力施設の存在する地域には、決まって乳がん
患者が集中していることが分かっている 46。さら
に、世界 15 ヶ国の原発労働者 406,391 人を対象
に実施された研究によると、白血病に関しては 1
シーベルト当たり 1.93 発病の増加リスクが、ま
た白血病以外のがんに関しては 1 シーベルト当た
り 0.97 発病の増加リスクがあることが明らかに
なっている 47。
これらの研究から読みとれるのは、原子力発電
所が、たとえ平常通りに稼働していたとしても、
微量の放射性物質の空気への放出、および放射能
汚染された温排水の河川・海洋への放出等を通し
て、発電所内の労働者や周辺地域の住民の健康を
脅かしてきたということである。
2 しきい値説と直線しきい値ない説
このように、微量の放射線による人体への具体
的な影響のリスクが次々に明らかになる過程で、
いわゆる「しきい値」説への疑問が提示されるよ
うになっている。高線量の放射線がさまざまな障
害を引き起こすということはすでに学問的に自明
の事実となっているが、その一方で、微量の放射
線被曝であれば、まったく人体には害がないかの
ような主張がくりかえされてきたことも事実であ
る。この種の主張が依拠しているものこそ、ある
一定値以下の放射線量では、人体には影響が及ば
ないとみなす「しきい値」説にほかならない。し
かし、次第に低線量の放射線の影響が精査される
につれて、この「しきい値」説に異を唱える学説
が登場することになった 48。
例えば、ゴフマンはさまざまなデータを検証し
ながら、2 rad （20 ミリシーベルト相当）、1.5 rad（15
ミリシーベルト相当）、さらには 250 millirad（2.5
ミリシーベルト）程度の被曝によっても、がんや
白血病の発症が有意に見られることを実証したう
えで、むしろ「しきい値」はないと考えるほうが
合理的である、と結論づけている 49。
0 mGy から 100mGy（ミリシーベルト相当）ま
での被曝対象者を分析した BIER 報告書 IV もま
た、「直線しきい値ない」説を打ち出している。
この研究を裏打ちする事実は、特に乳がんの発症
例や、15 歳未満の甲状腺がんの発症例において
顕著に現れた 50。
低線量の放射線による遺伝的な影響について
は、ショウジョウバエ、ムラサキツユクサ、イン
ドのケララ州の植物、ブラジルのサソリ、ヨーロッ
パのトウモロコシや大麦の実験でも証明されてい
る。特にムラサキツユクサについては、アメリカ、
インド、日本において数多くの実験が行なわれ、
どんなに微量の放射線であっても、その生態に突
然変異を生じさせることが証明された。こうした
生物学的な実験の諸結果は、「しきい値」説の妥
当性を疑問に付すものであったと言えよう 51。あ
る一定の水準以下であれば、あたかも放射線の及
ぼす影響は皆無となるかのように主張してきた
「しきい値」説が次第に後退しはじめ、どれほど
の低線量の放射線であっても、人体に具体的な害
をもたらすとする「しきい値ない」説が浮上する
ことになったのである。
この「しきい値ない」説に従えば、放射線に「安
全」な線量というものは存在しない。したがって、
ひとはできる限り放射線を浴びるのを避けるべき
である、という結論になる。なるほど急性障害の
事例に限ってみるなら、「しきい値」の概念はい
まだに十分な実効性を持っていると言えよう。他
方、がんや白血病等の晩発性障害に関しては、「し
きい値」説に依るだけでは、とてもその複雑な実
態を解明することはできない。低線量の放射線の
影響に関する先行研究の蓄積、及び、その蓄積に
基づいて提示されることになった「しきい値ない」
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説は、この意味で、決して無視しえない学問的重
みを持っている（図１）。
ところで、今回の福島第一原発の事故に際して、
首相官邸、文部科学省、厚生労働省、原子力安全・
保安院などの各種関係機関が、それぞれの「安全」
基準値を設定したことはすでに述べたとおりであ
る。ここで注意すべきは、これらの機関が、本稿
で詳述した先行研究の蓄積やその過程で登場した
「しきい値ない」説をいっさい参照せず、また何
の説得的な反証も示さずに留まっているという端
的な事実である。
3 外部被曝と内部被曝
ある一定の線量以下の放射線を浴びるだけなら
人体に影響はないと主張する「しきい値説」のも
うひとつの問題点は、外部被曝と内部被曝との間
に差異を認めようとしない点にある。
ここで言う「外部被曝」とは、「体外に放射線
を発射する源があって、身体の外から飛んでくる
放射線に被ばくする場合 52」を指す。その典型と
して、病院でのレントゲン検査や放射線治療によ
るもの、飛行機の機内で浴びる宇宙線によるもの
等を挙げることができる。もっとも、いわゆる通
常の生活空間においても、アルファ線、ベータ線、
ガンマ線、X 線、中性子線等のさまざまな種類の
放射線が飛び交っており、当然のことながら、こ
うした放射線による被曝も、「外部被曝」の範疇
に分類することができる。一方、「内部被曝」とは、
放射物物質を含有する飲食物・空気・土埃などを
体内に取り込むことで生じる被曝のことを指して
おり、「外部被曝」とは根本的に異なる観点から
とらえる必要がある。長年に渡って「原爆ぶらぶ
ら病」に関する臨床研究を蓄積してきた肥田舜太
郎は、この「内部被曝」に関して次のように証言
している。
空中、水中に浮遊し、食物の表面に付着した
放射性物質は呼吸、飲水、食事を通じて体内
に摂取されて放射線を発しながら肺と胃から
血液に運ばれ、全身のどこかの組織に沈着し、
アルファ線、ベータ線などを長時間、放射し
続ける。そのため、体細胞が傷つけられて慢
性の疾病をゆっくり進行させ、また、生殖細
胞が傷つけられて子孫に遺伝障害を残 [ す ]
…53
自然放射線やレントゲンの放射線を受けること
で生じる外部被曝と比較すると、微量の放射性物
質を体内に取り込むことで生じる内部被曝は、よ
り深刻な問題を宿している。ごく常識的に考えれ
ばただちに分かるように、通常の外部被曝の場合、
ひとはみずからの意志と選択によって、放射線を
浴びることをそれなりに回避することができる。
レントゲンを浴びる時間はごく短時間に限られて
いるし、飛行機の機内で放射線にさらされるのも、
出発地から到着地までの飛行時間の間のことに過
ぎない。これに対して、放射性物質を体内に取り
込んだ場合、当該物質の出す放射線は、そのすべ
てが周囲の体細胞に向けて直接的に当たり続ける
ことになる。内部被曝における放射性物質の影響
を無視できないのは、たとえそれがどんなに微量
であったとしても、外部被曝のケースとは比較に
ならないほどの長期的・持続的な被曝をもたらす
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図１：「しきい値」説と「しきい値ない」説
出典：矢ケ崎（2011）、29 頁、小出（2011）、15 頁、藤田
（1986）、7 頁、Ron et al. (1995), p.271 より作成。
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からである。
ところで、長期的な被曝を余儀なくさせる内部
被曝の深刻さは、とりわけ人工の放射性物質の取
り込みにおいて、顕著に現れるとされている。そ
れは、人工の放射性物質ほど生体内部に沈着・残
留しようとする特性を持つためである。この点に
関して、肥田舜太郎は次のように報告している。
現在、人工の放射性物質はそれぞれに決まっ
た臓器に集中して蓄積される性質があること
が明らかにされている。これを「臓器親和性」
という。ストロンチウム 90 は主に骨に沈着
し、造血機能を破壊して白血病を引き起こす
元凶になる。セシウム 137 は骨、肝臓、腎臓、
肺、筋肉に多く沈着する。ヨウ素 131 は甲状
腺に集まり、甲状腺機能障害、甲状腺癌を引
き起こす。このヨウ素に関しては空気中から
植物体内に 200 ～ 1000 万倍にも濃縮される
ことが分かっている。ミルクの中には 62 万
倍に濃縮される。他方、トリチウムの場合は
全身の臓器に、コバルトも全身に（一部は肺
に）沈着する 54。
引用の後半でも触れられているように、近年の
研究の蓄積を通して、生命体の内部に吸収された
放射性物質には「生体内濃縮」が生じること、し
たがってどんなに微量であっても、その物質が空
気中に浮遊していた場合とは桁違いに深刻な影響
を生体に及ぼすことが、次第に明らかになってき
ている 55。
以上の学説史の記述からも分かるように、内部
被曝と外部被曝の間には、根源的な差異が横た
わっている。例えば、本稿序文のなかで言及した
厚生労働省による飲食物の「安全」基準値は、内
部被曝が人体に及ぼす影響の深刻さを無視するこ
とによって初めて成立しうるものに過ぎない。
Ⅲ 影響の集団差・個人差
放射線の影響の問題に関しては、もうひとつの
因子を考慮に入れる必要がある。例えば、放射線
の影響に対して「相対的に感受性の高い人」が
存在する一方で、むしろ「相対的に抵抗性を示す
人」も確かに存在する 56。この感受性の高低の差
異は、個々人の体質の違いに由来するものもあれ
ば、年齢差や性差に由来するものもある。とりわ
け、年齢差と性差に基づく放射線への感受性の差
異は、すでに多くの実証的なデータを通して明ら
かになっていることでもある。
そこで本節では、年齢と性の差異という二つの
観点から放射線の影響の問題について考察を進め
ていきたい。この手続きを通して、福島第一原発
の事故をめぐる諸々の対応策を再検証する必要性
が、改めて浮き彫りになるだろうから。
1 年齢：乳幼児・児童・若年層
世代論的な観点から言えば、何よりも若年層こ
そが放射線の影響を受けやすいということは、す
でにさまざまな疫学的実証研究を通して明らかに
されている。
放射線被曝によるがん死―白血病を除く―の
確率は、年齢が下れば下るほど高くなる。放射線
被爆者医療国際協力推進委員会の報告によると、
20 歳代までの諸世代の放射線被曝によるがん死
亡率は、全体的な平均よりも有意に高いことが見
て取れる 57。この事実は、原爆被曝者をはじめと
する甲状腺がん罹患者に関する 7 つのケース・ス
タディのなかでも同じように確認されている。こ
れらの調査が明かしているのは、甲状腺がんのリ
スクが年齢の上昇とともにはっきりと減少してい
くこと、その一方で、20 歳未満の世代において
はそのリスクが顕著に高いレベルに留まっている
ことである 58。
1.1. 広島・長崎原爆被曝者の事例より
広島・長崎の原爆被曝者の疫学調査研究による
と、年齢が高くなるほど、放射線被曝によるがん
の発症率が有意に低下することが分かっている。
例えば、1982 年の時点で、原爆投下時に 10 歳以
下の子どもであった者ががん―白血病を除く―
になるリスクは、同じ原爆投下時に 35 歳以上で
あった者の場合と比較してみると、約 8 倍の高さ
を示していた。また、白血病に関しても、原爆投
下時に 10 歳以下の子どもであった者が罹患する
リスクは、同じ原爆投下時に 35 歳以上であった
者よりも約 4 倍の高水準を示していた 59。
こうした世代差の問題は、甲状腺がんの発症
のケースをみても、同じように明確に浮き彫り
になる。実際、甲状腺がんの発症率は、20 歳ま
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では放射線量に依存して統計学的に有意性が認
められ（p<0.01）、20 ～ 39 歳では示唆的であり
（0.05<p<0.01）、40 歳以上では統計学的有意性が
認められず、生涯リスクも消失する 60。特に注意
が必要なのは、新生児、並びに 10 歳未満の子ど
もたちの発症率が著しく高いという点だろう 61。
広島・長崎の原爆被曝者に関する調査は、母集団
の年齢が幅広い層に及んでおり、分析にあたって
「死亡」という具体的事実を因子として取り扱っ
ているため、データの有意性はきわめて高いとみ
なすことができる 62。
最後に乳がんのケースについても付言しておこ
う。放射線被爆者医療国際協力推進委員会の報
告によると、広島・長崎の原爆投下時に 40 歳未
満だった女性が乳がんになるリスクは、その当時
40 歳～ 50 歳代だった女性に比べて、相対的に高
い結果が現れている 63。
1.2. チェルノブイリ事故などの事例より
チェルノブイリ原発事故後の調査においても、
がんが子どもの間で大量に発症したことが報告さ
れている。
ベラルーシ政府の発表によると、事故直前の
1985 年には、90％の子どもが健康であったにも
かかわらず、2000 年には健康な児童は 20％まで
減少し、特にゴメリ地区では 10％まで落ち込ん
だ 64。
ロシアで 1982 年から 1995 年の間に甲状腺がん
を発症した 2,599 件に関する詳細な分析の結果、
事故当時 0 ～ 4 歳だった対象者の 1991 ～ 1996 年
の間の発症率は、大人の 6 ～ 10 倍にものぼって
いたことが分かっている 65。
ベラルーシでは、チェルノブイリ事故直後、す
なわち 1986 ～ 1992 年という初期の段階で、子ど
もの甲状腺がんが 131 件まで増加していたこと
が報告されており、なかでも放射線量が高かった
ゴメリ地区にはそのうちの 71 件が集中していた。
この調査もまた、放射線の影響が特に胎児や子ど
もに顕著に現れることを物語っている 66。
1990～ 1995年の期間のベラルーシにおいては、
15 歳未満の児童の甲状腺がんが 400 件に達した
と報告されている。特に放射線の影響が強かった
ゴメリ地区では、イギリスなどの水準に比べて
200 倍近くにのぼる発症率を示している。北部ウ
クライナでも、15 歳未満の児童の甲状腺がんは
150 件報告されており、イギリスなどの水準より
も 20 倍高く、南部ウクライナよりも 7 倍高い発
症率を示している 67。
ゴメリ地区の甲状腺がん患者は、ベラルーシ全
体の甲状腺がん患者のおよそ 50％を占めており、
大人の発症もこの地区に集中している。チェル
ノブイリ原発事故以前の 13 年間と比べてみても、
このゴメリ地区の甲状腺がんの発症は、58 倍に
ものぼることが判明している。ところで、これほ
ど深刻な汚染に見舞われた地区でも、甲状腺がん
を発症した児童のほとんどは 6 歳未満であり、し
かも半数は 4 歳未満であった 68。ゴメリ地区の 4
歳未満の全児童のうち、実に 3 分の１が一生のう
ちに甲状腺がんを発症することが明らかになって
いるのである 69。
同じベラルーシにおいて、1986 ～ 1995 年の
十年間の間に甲状腺がんを発症した 21 歳未満の
472 名―全発症件数の 97.7％―に関する疫学的
調査によると、若年層の被曝もさることながら、
とりわけ 5 歳未満の乳幼児の被曝がもっとも顕著
かつ深刻であった。この調査の対象者のほとんど
が、事故当時に 5 歳未満の年齢層だったというこ
ともあって、こうした低年齢層の児童に関しては、
今後とも継続的なモニタリングを実施する必要が
ある、とこの調査報告書は提言している 70。なお、
別の調査によると、ベラルーシ全体で、2000 年
までの間に子どもの甲状腺がんが 88 倍、若年層
では 12.9 倍、大人では 4.6 倍増加したことが明ら
かになっている 71。
チェルノブイリ原発事故が原因と推定される脳
腫瘍の発症例も、明らかに増加傾向にある。例
えば、チェルノブイリ周辺地域において、3 歳未
満の乳幼児の脳腫瘍の件数は、事故前の 1981 ～
1985 年の期間では 9 件に留まっていたにもかか
わらず、事故後の 1986 年～ 2002 年の期間で見る
と 179 件にも増加している 72。
チェルノブイリ原発事故の影響は、いわゆる周
辺地域だけに及んだわけではない。それは遠く離
れた西ヨーロッパにも相当の被害をもたらした。
例えば、約 2000km も離れたドイツの乳幼児死亡
率は、事故前の 1985 年には 1000 人当たり 10.6
人に過ぎなかったのに対して、事故後の 1986 年
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には、12.5 人まで上昇を見せている 73。こうした
乳幼児への深刻な影響の現われは、マーシャル諸
島における核爆発実験（1954 年）の調査等によっ
ても裏づけられており、放射能汚染と児童の発病・
死亡が強い相関関係にあることを雄弁に物語って
いる 74。
以上の先行研究には、調査の場所、時期、方法
などの点で若干の違いやずれが見られることも事
実である。とりわけ、調査対象の年齢に関しては、
1 歳未満の乳児、0 ～ 3 歳、5 歳未満（0 ～ 4 歳）
の幼児、6 歳未満、10 歳未満、15 歳未満、20 歳、
20 ～ 39 歳等々、区分の仕方に必ずしも統一性が
あるわけではない。しかしながら、この年齢区分
のばらつきの問題を考慮に入れたとしても、放射
線被曝によるがんの発症という現象が、乳児、幼
児、児童、若年層において顕著に観察されるとい
う点では、どの研究もはっきりとした共通の結果
を示している。乳幼児や若年層は放射線に対して
強い感受性を持つという学説は、すでに十分に実
証されていると考えることができる。
2 性別
放射線の影響を考える際に性差の問題を無視す
ることはできない。これまでの研究を通して、女
性のほうが総じて男性に比べて放射線の影響によ
るがんの発生率が強いということが分かっている
からである。
例えば、広島の原爆被曝者の男女比を比較する
と、白血病以外のがんの相対リスクは、男が 1.17
であるのに対して女は 1.44 であり、男／女の比は
0.81 となる。この値は、女性の罹患のリスクのほ
うが有意に高いことを裏づけている（p<0.01）75。
広島・長崎双方の被曝者たち―白血病を除く
すべてのがん―に関する分析調査においても、
女性の放射線量に対するリスク率は、男性のそれ
に比べて 2 倍も高いことが示されている 76。
このように放射線に起因する女性のがん発生率
の高さを証拠づける研究の数は、決して少なくな
い 77。例えば、チェルノブイリ原発事故の影響に
関する研究のなかにも、低放射線量による女子の
甲状腺がんの発症率が、男子のそれよりも高いこ
とを示す調査報告が存在する 78。1986 ～ 1994 年
の期間のベラルーシにおける甲状腺がんの発症リ
スクは、男性が 1 であったのに対して、女性は 1.7
と有意に高い水準を示していた。また、ウクライ
ナでも男性の 1 に対して女性は 1.5 であり、同様
に女性の発症リスクのほうが明確に高くなること
が判明している 79。
3 妊産婦と胎児
放射線がどのように胎児に影響を及ぼすのかと
いう点については、そのメカニズムが複雑をきわ
めるためにいまだ未解明に留まる事柄も多い。し
かし、母体が放射線に被曝することによって、母
体内の胎児にまでさまざまな障害が現れるという
ことは、多くの研究が報告しているところである。
1930 年代以前の世界では、子宮がん治療や妊
娠中絶を目的とするレントゲンの使用が行なわれ
ていた。妊婦の骨盤部にレントゲンを浴びせる「治
療法」のために、胎児の流産、全身発育不全、小
頭症、小眼球症、精神遅滞などが観察されたとい
う報告が残っている 80。
広島・長崎の原爆被曝者に関する研究によると、
胎児の時点で放射線に被曝した場合、出産後の乳
幼児の時点で被曝した場合よりも、身長が伸びに
くいことが分かっている。このことは、より多く
の分裂細胞を持つ胎児のほうが、放射線に対する
感受性が高いことに由来すると考えられている 81。
胎内で被曝した小児の身体的・精神的成長の遅滞
は、10 歳の時点で顕著に認められるという 82。
原爆被曝者である母親から生まれた児童のなか
には、時折、小頭症の子どもが混じっているが、
この小頭症が最も高い確率で発症するのは、受精
後 8 ～ 9 週で被曝した場合とされている。重度の
精神遅滞も、やはり受精後 8 ～ 15 週の期間中に、
0.1 ～ 0.2Gy（100 ～ 200 ミリシーベルト相当）以
上の放射線に被曝した児童のうちにもっとも多く
見出される 83。
チェルノブイリ原発事故の後、周辺地域のウク
ライナやベラルーシにおいて死産の件数が急増し
たことはよく知られている。
例えば、ベラルーシのなかでも最も深刻な汚染
に見舞われたゴメリ地区では、同国のその他の
地域に比べて、死産の確率が 30％も高かった 84。
このことからも、放射能の汚染がひどければひど
いほど、妊産婦および胎児のこうむる影響は深刻
になるということが理解できる。なお、ウクライ
ナで放射線の影響を受けた母親から生まれた子ど
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もたちも、1996 年には全体の 70％が健康被害を
訴えていた 85。
すでに幾度も指摘してきたように、チェルノブ
イリ原発事故がもたらした影響は、いわゆる周辺
地域にのみ留まる規模のものではなかった。
例えば、事故の起きた 1986 年、ババリア、旧
西ドイツ、旧東ドイツ、デンマーク、アイスランド、
ラトビア、ノルウェー、ポーランド、スウェーデン、
ハンガリーの諸国における流産の件数は、4.6％
増加していた（統計的有意、p=0.0022）86。事故
から 9 ヵ月後の 1987 年、ドイツではダウン症児
童の出産が、通常よりも約 3 倍の水準で報告され
ている 87。ドイツで生まれた未熟児の数も、チェ
ルノブイリ事故以前の 1981 ～ 1985 年の期間は、
1000 人当たり平均 60 人に留まっていたが、事故
の起きた 1986 年には 67 人に増えている 88。事故
直後のフィンランドでは未熟児が、イギリスで最
も放射線量の高かったウェールズ地方（1986 年
～ 1987 年）では異常なまでの低体重児の出産が、
そしてハンガリ （ー1986 年 5 月～ 6 月）やスウェー
デン（1986 年 7 月）では低体重新生児が、それ
ぞれ顕著な増加を見せた 89。
以上で述べてきたように、妊産婦や胎児には、
死産、流産、低体重、小頭症、奇形、ダウン症な
どのさまざまなリスクが付きまとう。そこには、
妊娠中の女性が胎盤を通じて優先的に胎児に栄養
を送り、また授乳中の母親が優先的に乳腺に栄養
を送るという生理学的な原理が働いている 90。内
部被曝によって母体の内部に取り込まれた放射性
物質は、この生理学的メカニズムに即して作用す
る傾向を持っている。つまり、いったん母体内に
侵入した放射性物質は、妊娠中の女性においては
胎盤を通して胎児へと取り込まれ、また授乳中の
女性においては乳腺を通して乳児に取り込まれる
ことになるのである。
これまで、数々の先行研究の紹介を通して、乳
幼児・児童・若年層、女性、妊産婦・胎児などの
社会集団が、放射線による影響を受けやすいこと
を確認してきた。言うまでもなく、これは上記以
外の社会集団が放射線の影響を受けないという意
味ではない。どんな社会集団に属しているかに関
わらず、相対的に放射線に対して強い感受性を持
つ個人は、確実に存在すると思われる。とはいえ、
少なくとも上記の社会集団が、他の社会集団に比
べて放射線に対して脆弱であることは既に実証さ
れている。この事実を踏まえるなら、放射線の防
護策を実効性あるものにするためには、あらゆる
社会集団に対して全般的・平均的な配慮をする前
に、誰よりも脆弱な上記の社会集団に対して、優
先的な配慮をする必要があると言えるだろう。
結：福島原発事故への対応策に関する検証
福島第一原発事故に関しては、複雑な事態に相
応するだけの多角的な検証が為されてよいし、為
されなくてはならない。その作業過程で必要なの
は、この事故が孕む学問的な射程を解きほぐし、
個々の具体的な問題をめぐる先行研究の成果を丁
寧に受け継ごうとする態度であろう。
本稿はこの問題意識に立って、事故以来、丹念
な学問的分析の対象とされることのなかった放射
線の「安全性」の問題に注目した。より具体的に
言えば、首相官邸、文部科学省、厚生労働省、原
子力安全・保安院などが事故の発生を受けて公表
した「安全」基準の検証を目的として、放射線の
人体への影響に関する先行の諸学説の整理を試み
た。ここでは、これまでの考察を通して明らかに
なったことを振り返りながら、福島第一原発事故
をめぐる諸機関の対応策の問題点や今後の見通し
について述べてみたい。
本稿の考察が明らかにしたことは、三つの論点
に整理することができる。
第一に、放射線の人体への影響に関するさまざ
まな先行研究を整理した。それらの研究成果の再
検証を通して、放射線の人体への影響をめぐる日
本の各種関係機関の評価の仕方が、問題の深刻さ
を適切に考慮したものとは言いがたいことが浮き
彫りになった。チェルノブイリ原発事故に関する
首相官邸の評価は、その典型と言ってよい。なる
ほど福島第一原発事故とチェルノブイリ原発事故
の間に多くの現象上の差異があることは疑いえな
い。しかし、人工の放射線が人体に対してどのよ
うに影響を及ぼすのかという点に関して両者を比
較することは、十分に可能である。チェルノブイ
リ研究の実証的な成果を踏まえながら、福島第一
原発事故のケースを検証することは、相応の意義
を持っている。この観点に立つとき、チェルノブ
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イリ原発事故を過小評価しようとする首相官邸
が、福島第一原発事故への適切な対応策を取りう
るのかどうかは不透明というほかない。
本稿における第二の論点は、「基準値」の問題
であった。とりわけ II 節のなかで、「基準値」を
めぐるさまざまな先行学説の比較・検証を試みた。
そこで明らかになったのは、いわゆる「しきい値」
の設定によって、実はどんなにわずかな人工放射
線も人体に深刻な影響を及ぼすという事実が見過
ごされることであった。確かに「しきい値」の概
念には、それなりの妥当性があることも否定でき
ない。例えば、放射線による急性障害の問題につ
いては、一定の基準値としての「しきい値」の概
念は、いまだに有効であると考えることができる。
しかし近年、低線量の放射線が人体に及ぼす影響
の大きさが実証されるようになり、また晩発性障
害の観点に立てば、実は「安全」な基準値は存在
しないとする「しきい値ない」説が説得力を持つ
ようになっている。もはや学問的に単純すぎる「し
きい値」の概念では、複雑な放射線の影響のメカ
ニズムを解明しつくせないことは自明だろう。と
りわけ「内部被曝」の観点から放射線と生体の相
関関係を捉えようとする最新の研究動向から見て
も、「安全な値は存在しない」とする見解は看過
できない重要性を持っている。厚生労働省や文部
科学省による「安全」基準値は、こうした「しき
い値ない」説や「内部被曝」の危険性に関する数
多くの先行研究を無視することによって、初めて
成立しうるに過ぎない。
本稿の第三の論点は、いくつかの社会集団にお
いて、放射線への感受性の高さが有意に観察され
るということだった。広島・長崎の原爆による
被曝、およびチェルノブイリ原発事故による被曝
のいずれのケースにおいても、乳幼児・児童・若
年層への放射線の影響が顕著であったばかりでな
く、性別においては男性よりも女性への影響のほ
うが深刻であることが分かった。また、最も放射
線に対して脆弱である胎児の症例においても、さ
まざまな異常が見られることが判明した。放射性
物質は、どんな人にも平均的に影響を及ぼすわけ
ではなく、被曝者の感受性の多寡に応じて差別的
に作用する傾向を持っている。先行研究の蓄積を
踏まえるなら、乳幼児・児童・若年層、妊産婦・
胎児、女性といった社会集団が放射線による影響
を受けやすいことは疑問の余地がない。ところが、
農産物や教育施設に関する「基準値」をそれぞれ
設定した厚生労働省や文部科学省の文書には、上
述の研究成果を参照した形跡がほとんど見られな
い。そこには、放射線に対して脆弱な社会集団に
対する配慮が欠けている。
内閣総理大臣は、福島原発事故の発生後、3 月
12 日に、同原発の 20 キロ圏内を避難区域に指定
し、15 日に 20 ～ 30 キロ圏内を屋内退避、25 日
に自主避難区域に指定した 91。4 月 22 日に、20
キロ圏内は立ち入り禁止の警戒区域となり、20
キロ圏外の高濃度汚染地域は計画的避難区域（飯
舘村、浪江町の20キロ圏外、葛尾村の20キロ圏外、
川俣町の一部、南相馬市の一部）、緊急時避難準
備区域（広野町、楢葉町の 20 キロ圏外、川内村
の 20 キロ圏外、田村市の一部、南相馬市の一部）
に指定された 92。6月16日に、年間積算20ミリシー
ベルトを超えるを計算される南相馬市原町区の１
地点、伊達市霊山町の 3 地点が「特定避難勧奨地
点」に指定され、避難が支援されることになった。
事故発生後 3 ヶ月以上経過してようやく妊婦や子
どものいる家庭などに避難を促すことが示唆され
るようになったのである 93。
政府によって何らかの避難指示が指定された地
域の住民は、ようやく東京電力の一時補償金や各
地の義援金を受け取る見通しがつくようになっ
た。しかし、彼らは住み慣れた土地や住居を追わ
れ、漁業・農業・工業・商業・観光業などに及ぶ
広範な生活の糧を奪われ、いまだに困難な生活を
余儀なくされているというのが現状である。他方、
福島県内には、本稿のなかで論じた内部被曝・外
部被曝のリスクにさらされながら、上に列挙した
諸地域からの避難住民を受け入れ続けている地域
も数多く存在する。例えば、福島市、二本松市、
郡山市などがこれに当たる。これらの地域で乳幼
児を抱えていた家族や妊産婦のなかには他県に自
主的に避難した者もいるが、政府の「安全」宣言
が足かせとなって、ほとんど満足に公的支援を受
けられないケースも少なくない。多くの避難者が
不慣れな場所で、最低限の生活基盤も確保できぬ
まま不安定な生活を続けるという状況に置かれて
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いる。原発事故が住民や避難者たちにもたらした
のは、放射能汚染の問題に加えて、ミニマルな生
の条件の抹消とそれに由来する深刻な精神的スト
レスだった。
以上のような状況のなかで、文部科学省が福島
県内の校舎・校庭における放射線量の上限を年間
20 ミリシーベルトに設定したことは、大きな問
題を孕んでいる。同省は、福島県の親たちによる
抗議行動、PTA の意向を組んだ郡山市や伊達市
における表土剥離の自主努力によって、いずれは
上記の値を 1 ミリシーベルトまで下げること、そ
して 1 マイクロシーベルト毎時を超える汚染土壌
については処理経費の大半を負担することを明言
するにいたった。少子化に拍車のかかる日本社会
において、少しでも多くの健康な将来世代を育む
ことは、国家が率先して取り組むべき課題であっ
て、この意味でも同省が今後どのように公的な約
束を実行に移すのかを見守り続ける必要がある。
また、厚生労働省は、農産物、畜産物、海産物
に関する独自の「安全」基準値の設定にあたって、
「しきい値ない」説を無視し、内部被曝を過小評
価してきた。確かに生産物に含まれる放射性物質
が「基準値」以上となれば、生産者は出荷停止を
命じられる代わりに、その補償が為されることに
なっている。しかし、当の放射性物質が「基準値」
以下を示した場合には、どうなるだろうか？　お
そらく多くの生産者は、必ずしもその食材が「安
全」とは限らないと考えていたとしても、生活を
守るために出荷に踏み切ることだろう。そうなれ
ば、本来、国家によって補償されるべき問題が、
消費者の健康をリスクにさらす方向で先送りにさ
れていくことになる。問題をいっそう複雑にして
いるのは、そこに「風評被害」というキーワード
が無批判に絡んでくる点であろう。平常ではあり
えないレベルの放射線量が各地の野菜や海産物か
ら検出されているにも関わらず、その現状を「風
評」と名指すことは単なる言葉の乱用でしかない
94。
福島第一原発による放射性物質の影響は、同原
発の周辺地域に留まるようなものではない。関東・
東北地方は言うまでもなく、日本ひいては周辺諸
国に暮らす人々の食卓をも脅かさずにはおかない
だろう。なぜなら、かつて高木仁三郎が指摘した
ように、チェルノブイリの「死の灰」は現に日本
の家庭の食卓にものぼっていたのだから 95。飲食
物の汚染のリスクは、「安全」基準の設定によっ
て解消されるわけではない。
福島第一原発事故後の大量の放射性物質の漏出
は、自然・人間・社会の有機的で、複雑で、微妙
な均衡の上に成り立ってきたごく平均的な生産者
と消費者の生活を等しく蝕んできたし、今後も蝕
み続けることだろう。政府や東電は、「安全基準
値」以上の汚染については責任を負うとしている
が、それ以下の値の汚染に関しては「安全」であ
ることを理由に、いかなる対応もしないことを事
実上明言していると言ってよい。そもそもその「安
全基準値」が学問的な根拠に乏しいということ
は、本稿が再三に渡って指摘してきたとおりであ
る。長年に渡って蓄積されてきた実証的なデータ
を踏まえずに「安全性」を強調しようとする姿勢
を観察していると、実際には補償のコストを縮減
するための方便に過ぎないのではないかとの疑い
を抱かずにはいられなくなる。放射性物質の「安
全性」を保証しようとする言説は、疫学的・自然
科学的な根拠に基づくものではなく、政治的・経
済的な判断に基づくものと考えられるのではない
だろうか。対外的に「人間の安全保障」を提唱し
つづけてきた国家が、国民の健康をコストに換算
して施策を割り出そうとするその態度には、端的
に自己矛盾が露呈している。部分的な合理性の地
平においてしか事物を捉えようとせず、有機的か
つ非均質に互いを織りこみあう自然・人間・社会
の構造への眼差しを欠くようでは、危機に対する
真に有効な施策を打ち出すことは決してできない
だろう。
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Critical Assessment of Japan’s Fukushima Radiation Fallout 
Policies, through Previous Research Review on Human
Radiation Effects:
Why focus on infants, children, adolescents, and pregnant women?
TAGUCHI Takumi, SAKAMOTO Kumiko, and TAKAHASHI Wakana
Abstract
The fallout from the Fukushima Nuclear Reactors after the earthquake in Eastern Japan on 11 March 2011, has
changed the lives of many residents and consumers around the reactors in Fukushima and beyond. Meanwhile, the 
Japanese Government has announced various “safety” standards of radiation to assure residents to continue living in 
the area and letting children play outside in schools, and for consumers to continue eating food and drinking water, if 
the contamination is below a certain standard. However, there are internal inconsistencies such as indicating 100 Bq/
kg for infants and 300Bq/kg for adults for water and milk, while indicating only one “safety” standard regardless of 
age for other food. The objective of this article is to critically assess Japan’s policies toward the Fukushima radiation 
fallout by reviewing previous research on human radiation effects.
Based on the review and evaluation, the following points were confirmed. Firstly, comparison of previous
research on the results of the Chernobyl Nuclear fallout proved an extreme underestimation by the Japanese 
Government. Secondly, the review shed light on the evidence on how low radiation inﬂuences the human body and 
the danger of internal intake of radiation, leading to the NTL (Non-Threshold Linear) model – a model ignored by
the various Japanese “safety” standards. Thirdly, there is ample evidence from Hiroshima, Nagasaki, and Chernobyl
that infants, children, adolescents, and pregnant women are especially vulnerable to radiation. The policies taken by 
the Japanese Government has not taken these vulnerable groups seriously.
Review and assessment of previous research points to the fact that the policies taken by the Japanese
Government has not fully considered lessons learned from tragedies of the past. Instead, the “safety” standards are 
used to decrease the cost of evacuation and compensation for livelihoods of the inﬂuenced population, cleansing of 
schools, and compensation to producers. These policies are based upon the sacriﬁce of the residents’ and consumers’ 
health − the most vulnerable being the future generation.  
（2011 年 6 月 6 日受理）
